
整理番号
■　総合計画（後期基本計画）

１　関連する個別計画

平成23年度～

平成27年度

２　施策目的

３　目標値など

（H17） （H20）

年間販売額 104,050百万円 H16 101,441百万円 H19 105,321百万円 H25 120,000百万円 H26

購買力流出入率 79％ H16 84％ H19 84％ H25 100％ H26

工業従業者1人当りの出荷額 13,956千円 H15 17,874千円 H20 19,576千円 H25 20,000千円 H26

事業所数（従業者4人以上） 282件 H15 253件 H20 300件 H25 350件 H26

商店街の延べ店舗数 2,153店舗 H22 2,235店舗 H25 2,300店舗 H27

制度融資を利用した事業者数 152事業者 H22 152事業者 H22 180事業者 H27

# 59 # # # # # # # # # # # # #

４　構成事務事業・評価結果一覧

1

2

2　△△の強化 1

3　■■の振興 1

2

3

4　●▲との連携 1

1

2

５．歳出抑制の考え方について

施策評価調書（内部評価結果）
38

政策名 Ⅰ 地域資源を生かした産業育成のまちづくり 所管部局 所管部局長の氏名

個別計画名称 計画概要 計画年次 計画期間 備考

施策名 ④ 地域生活を支える商工業の活性化
○○部 京丹後　太郎

■■部 峰山　次郎

優先
順位

現状においてどのような問題や課題があって
（何のために）

『何を対象に』、『どのようなことを行うことで（又は
どのような手段で）』

どのような状態にしたいのか 関連する施策方針

第○次京丹後市○○支援計画
国の○○振興基本計画の内容を踏まえ、○○の分野を中心に、○○、○○、○○など関連する分野を含めた○○支援の
ための計画

平成23年3月 平成26年度改定予定

商業の販売力を高めます
総合
計画

2
市街地に形成された商店街では、消費者ニーズ
の変化や後継者不足などの要因により、空き店舗
が増加していることから

中心市街地を整備するとともに、市内事業者の魅
力ある商店街づくりを支援することで

市民が気軽に立ち寄れる商店街づくりを行い、商
店街を再生する。

3 ■■の振興

1
海外との価格競争の激化や不況による厳しい経
済情勢の中で、市内の雇用情勢の悪化などが続
いていることから

市内外企業に対する工業団地への積極的な企業
誘致並びに市内企業に対する新しい産業の育成
及び付加価値の高い製品開発への支援を進める
ことで

市内企業の振興を図り、市民の就業機会の確保と
定住を促進する。

1 ○○の推進

2 △△の強化

目標

年度 年度 （現状） 年度 （H26） 年度
めざす目標 指標名

総合計画作成時 後期基本計画作成時 直近年度実績値

事務事業の概要 施策評価結果

事務事業 H25決算額

目標
年度 （現状） 年度 年度個別

計画

個別計画名称 指標名 説明・備考 計画策定時
直近年度実績値

第○次京丹後市○○支援計画

（一般財源） 数値 説明

関与必要性 施策
目的

施 策
貢献度

今後の
方向性

H26予算額 根拠
法令

財政
負担

単独
事業

事業
種別

対象
事業内容（実績） 担当課

施策方針

予算額（単位：千円）

1,2 B
終了・
廃止○○のための業務に必要な経費及び公用車等の維持管理経費 (2,519)

単費
内部
管理

－ － － －
○○総務一般経費 ○○課 2,697       2,519       

なし含む

個性魅力
●▲宣伝広報事業 ■■課 1,231       1,106       

含む なし

縮小
市民への△△の機会提供(ｾﾐﾅｰ、講演会の実施) (90,000)

1 S

3 B
現状維
持各種広報、ｲﾍﾞﾝﾄ開催、広域団体との連携によるPR活動 (1,106)

単費
サー
ビス

法人 直・府 3

市と●▲団体が定期的に会議を持つなど常に連携を図っている（予算を伴わない事業
のため、調書には非計上）

3 B 縮小
■■振興ｾﾝﾀｰに係る指定管理施設の管理運営事業 (1,106)

単費
サー
ビス

法人 指 3 個性魅力
指定管理施設管理運営事業 ■■課 1,231       1,106       市規

定
含む

1,3 A
現状維
持■■の活性化を図るために活動している団体の活動を支援するとともに、各種事業を実施 (2,401)

単費
サー
ビス

市民
直・委・
補・負

1 該当なし
■■支援事業 ■■課 3,518       2,401       

なし含む

施策における歳出抑
制の考え方

No.
歳出抑制の考え方

（平成27～29年度までの3か年で取り組む歳出抑制）

2
■■振興ｾﾝﾀｰについて、現状で利用のない時間帯も生じていることから、開設日及び開設時間の短縮に
よる施設管理委託料の縮小を図る。

■■における■■活動に対し、補助金を交付 (637)
平成25年度新規事業

■■助成事業 ■■課 -             637          

■■■

一般財源抑制見込額
（単位：千円）

補完・代替措置などがある場合は、その内容

1
○○補助金について、補助対象事業費の整理を行うとともに予算総額の抑制を行うことで事業費を縮減す
る。

○,○○○ 積極的に相談に応じ、類似する制度の活用を促す。

計
237,420    225,662    

(144,663)

4 ●▲との連携

1　○○の推進

市規
定

含む 単費
サー
ビス

法人
△△講座開催事業

平成24年度は、「△△推進事業」で実施
拡大

(48,000)

補 1 該当なし
△△課 48,000     

工業の生産力を高めます

1 C
○○が実施する▲■支援活動等に対して補助金を交付

△△推進事業 △△課 140,955    90,000     

-
国・
一部

サー
ビス

法人 直・補 2
特定サー
ビス

○○助成事業　【再掲】Ⅰ－③ ○○課 89,019     80,999     国規
定

－

実施
手法

ＡＣＴ 

ＤＯ ＣＨＥＣＫ 

ＰＬＡＮ 

 施策に関連する個別計画※の概要などを記載しています。 
※ 「総合計画」に記載された内容を踏まえ、その実現を図るための 
 より具体的・詳細な内容について定めたもの 

・ 施策の目的です。 
・ 施策目的が複数ある場合は、優先順位の高い順番に記載しています。 

 施策目的に関連する施策方針を記載 
しています。 

 「施策を実現するために目標とすべき指標」として 
 総合計画に掲げている指標名と現状値、目標値などです。 

個別計画に掲げている指標名と現状値、目標値などです。 

 施策を実現するための具体的手段 

事業の名称 

事業内容（事業実績） 

事業の所管課名 

事業の平成25年度の決算額 

事業の平成26年度の当初予算額 

所管部局による施策 
評価の結果です。 

事業の所管課による事務事業の性質
別分類分けの結果です。 

 次のページで説明します。 

 歳出抑制の考え方の内容について、
サービスの低下を和らげるための補完 ・
代替措置などを記載しています。 

評価調書の見方 

  他の施策又は施策方針に位置付けられている事業は、 
 事業名の右側に【再掲】などの表示がされています。 
※ この例では、施策「Ⅰ 交流経済都市」の施策「③ 
 漁業・海業の振興」に位置付けられている事業の再掲 
 事業であることを示しています。 

 施策方針に位置付けられる事務事業以外にも、関連している事務
事業がある場合や関連する取組を実施している場合は、その内容と
施策方針に位置付けられていない理由を記載しています。 

施策を実現するための手段 

※ 施策は、施策方針により構成。 

  施策方針は、事務事業により構成。 

 平成26年度当初予算における一般財源額※ 

※ 「一般財源」とは、収入した時点でその使途が特定されておらず、 

 市の裁量によって使用できる財源のことです。現在、市が行っている 

 歳出抑制の議論では、「一般財源による歳出をいかに抑制していく 

 か」という観点から検討を行っています。 

  施策における歳出抑制の考え方を 
 記載しています。 

  左記に記載している歳出抑制の取
組を行った際に見込まれる一般財源
抑制額を記載しています。 
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次のいずれかに該当する事務事業

・　受益の範囲が不特定多数の市民におよぶ事務事業

・　市民の基本的な生活の維持・確保に必要な事務事業

サービス 市民等サービス 次のいずれかに該当する事務事業

維持管理 施設等維持管理 市民 市民

内部管理 内部管理 団体 団体

施設整備 施設等整備 事業者 事業者 次のいずれかに該当する事務事業

他 その他

直 直営

委 委託

指 指定管理者制度

扶 扶助費

補 補助金

負 負担金

他 その他 ・　上記のいずれにも該当しない事務事業1 該当なし

表示

民
間・　市民福祉の増進を目的とし、不特定の市民が利用することのできるサービス

を提供する事務事業

3 個性魅力
・　市の個性、特色、魅力を継承・発展・創造し、又は国内外に情報発信し、まち
の魅力を向上させることを目的とした事務事業

2 特定サービス
・　特定の市民や団体を対象としたサービスであるが、サービスの提供を通じて、
特定の対象者以外の第三者にも受益がおよぶ事務事業

行
政

市の関与の必要性

1,3

・　市民ニーズは高いが、多額の投資が必要、又は事業リスクや不確実性が存
在するため、民間だけではその全てを負担しきれず、これを補完する事務事業

・　民間のサービスだけでは市域全体にとって望ましい質、量のサービスの確保
ができないため、これを補完・先導する事務事業

7 生活維持確保

4 民間補完福祉増進

S 拡大委 7

説明

6 生命財産権利保護
・　市民の生命・財産・権利を守るため、又は市民の不安を解消するために、必
要な規制、監視、指導、情報提供、相談などを目的とした事務事業

5 生活支援安全網 ・　社会的・経済的弱者を対象に生活の安定を支援する事務事業
・　社会的・経済的弱者を対象に生活の安全網（ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ）を整備する事務事業

事業の種類

事業による受益者表示 説明

表示

単費 京丹後市単費

表示
説明（詳細）

行政と民間の活
動領域（参考）表示 数値 説明

国規
定

－
国・
一部

施設
整備

市民

国・一部 国の財政支援あり（交付税を除く）

府・一部 府の財政支援あり

他 その他機関の財政支援あり
生活維持
確保

生活維持
確保

2

－ － － 2 A
現状維
持

事業実施の財源

義務 －
国・
一部

－ －

表示 説明

サー
ビス

市民

国府全額 国庫・府で全額財政負担

補 7

なし ○単費
施設
整備

市民 委 7

含む
国・
一部

施設
整備

市民 直・委 7
生活維持
確保

1,2

7
生活維持
確保

1－単費
施設
整備

市民 直・委・負

事業実施の根拠となる法令等

表示 説明 事務事業の概要 施策評価結果

対象
実施
手法

関与必要性 施策
目的

施 策
貢献度

今後の
方向性数値 説明義務

法律等により、事業の実施が義務付け
られている事業（実施するか否かについ
て市の裁量の余地がない事業）

根拠
法令

財政
負担

単独
事業

事業
種別

S
現状維
持

国規定
国の法律等で事業の実施について推
奨・規定されている事業

国規
定

表示 説明

施策実現への貢献度が高い（施策を実現するために
必要不可欠とは言い切れないものの、あるべき事業）

施策実現への貢献度がやや低い（なくても施策を実現
することは可能ではあるが、施策を推進する上であっ
た方が望ましい事業）

施策実現への貢献度が低い（施策を実現するために
附属的に位置付けられている事業）

施策実現への貢献度が非常に高い（施策を実現する
ために必要不可欠な事業）

S

A

B

C

市規
定

含む単費 A
現状維
持市の条例等で規定されている事業

根拠法令なし 国規
定

サー
ビス

市民 補 4
民間補完
福祉増進

1
説明

事務事業の実績が施策目的に対してどの程度貢献したか

市の単独事業かどうか

説明

○ 事務事業の全部を市の単費で実施

含む 事務事業の一部を市の単費で実施

事業の実施方法

S
現状維
持

府規定
府の条例等で事業の実施について推
奨・規定されている事業

国規
定

市規定

なし 生活維持
確保

3 A 縮小

AA 拡大

－
国・
一部

  事務事業評価結果、施策貢献度、歳出抑制の議論などを 
 踏まえた上での、事務事業の今後の方向性 

事務事業が関連する
施策目的の番号 

事務事業の概要と 
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01 01

Ⅰ ① Ⅶ ①

① ② ① ②

○行財政改革推進委員会の開催 69千円

行財政改革推進委員会の開催（2回）

・委員報酬 64千円（4,000円×延べ16人）

・費用弁償   5千円

応援団員数 307人 ※行財政改革推進委員会　委員数　10人

（うち、ふるさと応援大使数 217人 ）

市内協賛店数 45店 （平成26年3月末現在） ○行政評価の実施 295千円

　平成24年度に実施した事業について事務事業評価及び施策評価を実施した。

【事務経費】 千円 ＜事務事業評価＞ （担当課評価） 全事業（594事業）

・応援大使特製名刺の台紙増刷費（13,600枚） 千円 ＜施策評価＞ 1次評価 （担当部局評価） 全施策（38施策）

・応援大使特製名刺への大使名等印刷費（89人、11,200枚） 千円 2次評価 （行政評価員会） 7施策

・会報誌等発送郵便代・メール便代 千円 行政評価委員会の開催（6回）

・入団費払込料金取扱手数料（120円×192人、80円×83人） 千円 ・委員謝金 委員長 98千円（14,000円×延べ  7人）

・会報誌作成委託料（3回発行） 千円 委　員 96千円（  4,000円×延べ24人）

・消耗品費 千円 ・費用弁償 91千円 ・職員旅費 10千円

※行政評価委員会　委員数　5人

【団員交流会】 千円

開催日：平成26年2月9日　参加団員数：50人 ○市民満足度調査の実施 217千円

場　所：京都市　京都タワーホテル 　行政サービスや行財政運営に関する市民の満足度調査を実施した。

・職員旅費及び有料道路通行料 千円 ・封筒印刷製本費 11千円 ・郵送料 206千円

・会場借上料 千円 ※対象　3,200件、回収率　28.0％

・消耗品費 千円 ○その他事務費等（事務用品、職員旅費、記事使用料） 44千円

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 07企画費 05定住･交流促進事業

細 事 業 名 京丹後ふるさと応援団運営事業 決算書 Ｐ.86

（参考）当初予算額

1,243千円 1,269千円 26千円 97.9 % 1,223千円

総 合 計 画 基本方針 交流経済都市 計画項目 定住の促進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

目
的

　本市に愛着、興味又は関心を持つ本市出身者や本市への訪問者等が参加する京丹後ふる
さと応援団を運営し、交流人口の増加及び定住の促進を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　本市の魅力を全国に発信し、交流人口増加と定住促進を図ることを目的に、本市に愛
着、興味又は関心を持つ本市以外に在住する方で申込みのあった方を団員登録し、年3回
の会報誌等の送付により本市の情報発信を行った。会報誌は本市内協賛店へも送付し、レ
ジ横等への設置や来店者等への配布を行っていただくなど、本事業PRに協力いただいた。
　また、協力いただける団員の方を「京丹後ふるさと応援大使」に委嘱し、本市のPRと団
員の拡大に努めた。更に、団員の交流と意見交換を目的に、京都市内で「団員交流会」を
開催した。

1,114

50

238

88

30

693

15

129

70

52

7

主
な
財
源

府補 未来づくり交付金（京丹後ふるさと応援団運営事業） 400千円

諸収入

評
価
・
課
題
等

○ふるさと応援大使に京丹後市内の名所を印刷した応援大使特製名刺を配付してもらい、全国
各地で京丹後市の魅力をPRしてもらった。このPRをきっかけに来丹、団員登録された方もお
られ、交流人口の増加に一定寄与した。
○団員に対しては会報誌による定期的な情報発信や市内協賛店で割引等特典など、本市を訪れ
るきっかけづくりをしているが、団員数の増加が課題となっている。
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京丹後ふるさと応援団入団費 275千円

予 算 科 目 02総務費 01総務管理費 07企画費 01行財政改革推進費

細 事 業 名 行財政改革推進費 決算書 Ｐ.84

（参考）当初予算額

625千円 765千円 140千円 81.6 % 765千円

総 合 計 画 基本方針 計画推進のために 計画項目 効率的な行財政運営の推進

決 算 額 最 終 予 算 額 不 用 額 (②－①) 執 行 率

目
的

　「第2次京丹後市行財政改革大綱」及び「第2次京丹後市行財政改革推進計画」に基づ
き、行財政改革の着実な実行を図る。

主
要
な
事
務
・
事
業
及
び
成
果
の
概
要

　第2次行財政改革推進計画の進捗状況等について報告し、第3次行財政改革
大綱及び関連諸計画の策定に向けた審議を行った。

主
な
財
源

評
価
・
課
題
等

○合併特例措置の終了を控える中、「歳出抑制の道標」「補助金等に関する基本方針」「公共
施設の見直し方針」や行政評価の結果等を踏まえて、平成26年度予算における歳出抑制及び
施設の見直し等を一定反映することができた。
○第3次京丹後市行財政改革大綱を策定し、平成27年度以降の行財政改革の方針を明確にする
必要がある。あわせて「補助金等に関する基本方針」「公共施設の見直し方針」に基づいた補
助金及び施設の見直しを行うなど、実効性のある歳出抑制を進める必要がある。
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決算附属資料の見方 本資料は、平成25年度決算書作成時に、事務事業の所管部署
において作成されたものです。 

事務事業の目的 

事務事業の主要な決算内容と成果の概要 

平成25年度の事務事業を振り返り、次の点について記載されています。 
 ① 事業についての自己評価（目的に対して、どのような効果が得られたのか） 
 ② 事務事業を実施した上での課題。 

 事業の詳しい内容が確認されたい場合は、こち
らを参考にしてください。 
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